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市場変化の視点
電力市場は原則国や行政単位に独立した市場で、個別市
場の状況を理解する必要があり、再生可能エネルギー発
電市場も国や地域により市場の発展状況が異なる。再生
可能エネルギー市場では、供給サイドとして、風況や日照
量等の再生可能エネルギー資源の状況により発電可能量
が決定され、発電適地の地理的条件により開発・建設コ
ストが大きな影響を受け、ひいては総発電コストが決定さ
れる。
また需要サイドでは、通常の発電市場と同じく、人口動態、
経済発展状況を主要因とする中長期的な電力需給に基づ
く、電力需要量の把握が第一歩であるが、再生可能エネ
ルギー発電市場では、通常の需給バランスに加え、地球
温暖化の視点から、各国の導入支援策の内容、導入目標
の設定や FIT等の直接的な経済的支援を実施しているか
により、成長規模やスピードが異なってくる。
この為、ドイツ等先行する発電市場では既に市場が成熟
し始めている一方、アジアの一部やアフリカ等、制度整
備も含めて未成熟な市場もある。
また各電源のコスト構造及び水準も市場ごとに異なり、
大規模開発が可能な国や地域では十分なコスト競争力を

実現している一方、日本の様に主として地理的要因により、
開発・建設コストを十分に低減できない市場もある。

再生可能エネルギー電源が主要な電源となり始めている
市場では、経済的支援策も縮小を見せ始めており、他の
電源とのコスト競争力がより一層求められている。その中
で開発・建設・運転・保守それぞれのプロセスにおいて、
デジタライゼーションが進み始め、より高水準のデータ取
得、解析技術が活用され始めている。
更には、上記発電市場の発展状況の違いに加えて、需要
家ニーズの多様化に合わせて、再生可能エネルギーの供
給、利活用において、蓄電池や EVの進化とも連携する様々
な新しい試みが進められており、発電事業に留まらない新
規の事業機会が生まれてきている。
従って、日本の事業者で再生可能エネルギー関連事業に
新規参入、または既存事業を拡大する際には、自らの強
みや既存のケイパビリティを踏まえた上で、各市場の魅力
度、参入障壁や求められる競争優位性を十分に調査、分
析した上で、事業を推進する必要がある。

日本及び海外の再生可能エネルギー
市場の潮流

図 1. 世界の再エネ投資動向

出所：「Global Trends in Renewable Energy Investment 2018」（Frankfurt School-UNEP Centre/BNEF 2018年4月）を基にDTC作成
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日本市場の状況
2030年時点の電源構成目標に対しては、2016年末時点
で認定量ベースでは太陽光が目標値を上回り、陸上風力
においても発電適地の減少により、グリーンフィールドで
の開発は飽和してきている。一方で、特に太陽光発電では、
再生可能エネルギー発電専門の大手事業者に加えて、中
小規模の事業者が乱立する状況にて、一層のコスト競争
力が求められる中、コスト競争力に優れた事業者に拠る、
市場再編の動きも想定される。
また、運転開始から一定期間が経過し、発電設備の建て
替え、更新が求められる発電所も出てきており、市場構
造の変化のきっかけとなることが想定される。
他方で 2019年 4月に所謂洋上新法が施行され、洋上風
力発電市場の今後の成長が期待される。

また FIT制度が順次終了していくことに伴って、上述の発
電市場に留まらない新規事業機会として、再生可能エネル
ギーを活用した分散型電源供給や新たな電力の利活用が
見込まれる。

具体的な取り組みとして、主として経済産業省による VPP
等分散型電源供給に関する実証実験が進められており、
エネルギー事業者以外の様々な事業者が参画している。

既存のHEMS、BEMS等の需要家単位でのエネルギーの
有効利用の動きと組み合わせて、新たなエネルギー供給
形態やサービスが検討されている中で、これまでのエネル
ギー市場の枠組みを超えた、自動車、電機、住宅・不動産、
金融等の異業種間の提携や協業が進んでいる。

他方送電市場では、変動性電源の大量導入を受け、より
柔軟な系統運用が求められ、系統の空き容量の更なる活
用を目指して日本版のコネクト&マージの導入が進められ
ている。また現状主として火力発電で対応している調整力
についても、需給調整市場の整備が進められており、デ
マンドレスポンスや水素を含めた蓄電機能を活用する検討
が進められている。

海外市場の状況
国あるいは地域別に市場の発展状況が異なり、電力市場
の成長性や支援政策の状況で市場の魅力が異なる。
ドイツ・アメリカ等の先行市場では、FIT等経済的支援策
も一段落し、安定した収益性が見込まれる発電市場から、
コスト競争力の求められる市場に変化している。収益性を
確保する為に、プライベート PPAの活用等、販売の最適
化を図り、他方で発電所の一括遠隔監視に基づくO&M
費用の削減や、IoTの活用による発電量の最適化を進め
ている。また個別企業の強みを生かし、開発・建設に特
化する企業がある一方で、O&Mのみを行う事業者による
O&M市場も形成されている。
また電力の販売形態も旧来の地域電力事業者への販売に
加え、プライベート PPAとして、RE100に加盟する企業
を例とする、環境意識の高い個別需要家に直接販売する
形態も増加している。

他方で、一部の東アジア・東南アジア諸国等では積極的
な支援政策が導入され、競合状況は厳しくなりつつも、
一定の収益性や成長性が見込まれる、魅力ある市場も残っ
ている。またアフリカ諸国等、制度は未整備ながら中長
期的な電力需要が伸びる中で、局所的に再エネ電源の導
入が進む可能性がある国も想定される。
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デロイト トーマツ グループは国内外で、高い専門性、深いインダストリー知見による
幅広いサービス体制を構築しています
サービス×インダストリー×ネットワークによる総合力
デロイト トーマツ グループは、「クライアントの期待を超える知的専門サービスを総合的に提供する」という経営理念の
もと、各グループ法人の高い専門領域である「サービス」、業種／業界に特化した深い知見を持つ「インダストリー」、デロ
イトのグローバルネットワークを生かし地域に密着した支援を行う「ネットワーク」の 3つの側面から、課題解決に取り組
むクライアントに対し、幅広いサービスを総合的に提供しています。

約 1,100名にも及ぶ日本語対応可能なプロフェッショナルを全世界に配置しています
日系企業のグローバル展開をサポートする Japanese Services Group (JSG)
日本企業特有のニーズに対応するために 1975年にデロイト内に設立された専門サービスグループ Japanese Services 
Group (JSG)は、海外の日系企業に対し日本語による国際的サービスを提供する役割を担っています。
現在は、日本からの駐在員を含む約 1,100名にも及ぶ日本語対応可能なプロフェッショナルを全世界に配置しています。 
デロイト トーマツ グループ、各国デロイト メンバーファームが一体となったサービスにより、日本の文化や習慣を考慮し
ながら、世界的なネットワークによる豊富な経験と専門知識をグローバル日系企業に対して提供しています。

監査・保証業務

世界150超の国と地域、日本国内約40都市
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Japanese Services Group体制 一体となったサービス提供 

デロイト トーマツ  グループ
日本国内：約40拠点
総人員：約12,500名

JSG / Japanese Services Group
海外デロイトの日本語対応可能プロフェッショナル

常駐都市：約80拠点
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